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１　総　論
　(1) 目　的

平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法が成立しました。我が国は、年々少子化が進んでおりますが、瀬戸市における合計特殊出生率は、国の平均をさらに下回る状況（平成１５年度　国→1.29人、市→1.09人）となっております。

この法律は、次世代の社会を担う子ども達が、健やかに生まれ、育てられる環境の整備に、国、地方公共団体、事業主など、様々な主体が社会をあげて取り組むためにつくられたものです。

地方公共団体は、行政機関としての立場から子ども達の健やかな育成に取り組むのは当然ですが、同時に一つの事業主としての立場から、自らの職員の子ども達の健やかな育成についても役割を果たしていかなくてはなりません。

この次世代育成支援対策推進法では、地方公共団体等を「特定事業主」と定め、自らの職員の子ども達の健やかな育成のための計画（特定事業主行動計画）を策定するように求めています。

本計画は、次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画として、瀬戸市職員（一部事務組合の職員を含む）と教職員を対象として策定したものです。
本市では、現在直面している国際博覧会ややきもの世界大交流の各事業を成功させ、さらに平成１８年度からは、第５次総合計画の実現に向けて、人・もの・金を最大限に有効活用して、複雑・高度化した住民ニーズに応えていかなければなりません。
このような状況下で、次世代育成支援環境を整備することは決して容易なことではありませんが、長期的な視点に立てば、この計画の実現が、ひいては瀬戸市における民間事業所の職場環境の変革にもつながるものと考えられます。

本計画は、瀬戸市職員及び瀬戸市教職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう、職員のニーズに即した次世代育成支援対策を計画的にかつ着実に推進するため、以下の特定事業主が連名で本計画を策定し、公表することとします。

平成１７年４月１日

瀬戸市長　　　　　　　　　　　　　　　増岡錦也

瀬戸市議会議長　　　　　　　　　　　　川本雅之

瀬戸市教育委員会教育委員長　　　　　　加藤定江
瀬戸市消防長　　　　　　　　　　　　　加藤　潤

瀬戸市代表監査委員　　　　　　　　　　小島隆史

瀬戸市選挙管理委員会委員長　　　　　　後藤公彦
瀬戸市公平委員会委員長　　　　　　　　石川　鈞
瀬戸市固定資産評価委員会委員長　　　　小野昭憲
瀬戸市農業委員会会長　　　　　　　　　山田鈴男
公立瀬戸旭看護専門学校組合管理者　　　増岡錦也

尾張東部衛生組合管理者　　　　　　　　増岡錦也


　(2) 計画期間

　　　次世代育成支援対策推進法は、平成１７年度から平成２６年度までの１０年間の時限立法です。

本計画は、その前半の期間である平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日までの５年間を計画期間とし、平成２１年度を中間見直し時期と位置付け、さらに向こう５年間の計画を策定するものとします。

また、計画内に掲げている数値目標は、計画の進捗状況にあわせて、概ね３年ごとに見直しを行うものとします。

　(3) 計画の推進体制

　　　本計画は、瀬戸市の職員（一部事務組合等の職員を含む）と教職員を対象として策定しています。

　　　計画の実現にあたり、より実効性を高めるために、「誰」が「いつ」、「何を」

　　するかという責任の所在を明確にする必要があります。

　　　具体的には、以下のように区分して、それぞれの実施する項目に主体となる具体的な職員を見出しで併記します。
　　　

　　　ア　瀬戸市特定事業主行動計画推進プロジェクトチーム（ＰＴ）
　　　イ　職員課
　　　ウ　管理者（任命権者ごとの所属（公所）長）

　　　エ　監督者（任命権者ごと各所属の係長など）
　　　オ　子育て中の職員
　　　カ　周囲の職員（子育て中の職員の同僚）

　　　キ　全職員

　　※１　複数の区分に該当する職を同一の職員が兼ねている場合がありますが、その場合はあてはまる全ての役割を担当します。

　　※２　市役所本庁内や学校等、業務や職場環境の違いがありますが、それぞれの職場状況に応じて、計画の具体的な内容の実施に向けて努力します。
　　

２　瀬戸市職員等の現状

　厚生労働省では、平成１５年７月に次世代育成支援対策推進法が成立後、すぐに厚生労働省及び社会保険庁の職員を対象とした特定事業主行動計画の策定に着手し、平成１６年４月に『育児に親しむ職員プログラム』を策定しています。

この計画の中で示されている具体的な数値目標は、国内でも最も水準の高い計画となっていることから、それぞれの数値目標を例に取りながら、瀬戸市職員の現状と比較すると以下のとおりとなります。
　(1) 子どもの出生時における父親の５日以上の連続休暇の取得率

〔厚生労働省の目標数値　５０％〕
　　　本市においては、瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する規則第１５条の中で、職員の妻が出産する場合で、職員が妻の出産に伴い必要と認められる入院の付き添い等のため勤務しないことが相当であると認められたときに限り、７日の範囲内の特別休暇が認められますが、職員への周知度が低いせいか５日以上の連続休暇を取得するケースはほとんど見受けられません。
　(2) 男性職員の育児休業等の取得率

　　〔厚生労働省の目標数値　５５％〕

　　　平成１４年４月から全職種男女を問わず、対象となる子の年齢が満３歳になるまでの間、育児休業を取得できるようになりましたが、これまでのところ男性職員の育児休業取得者はありません。
　(3) 女性職員の育児休業等の取得率

　　〔厚生労働省の目標数値　９２％〕

　　　過去５年間の女性職員の育児休業の取得率の推移は以下のとおりです。
	
	H 11年度
	H 12年度
	H 13年度
	H 14年度
	H 15年度

	育休取得可能な女性職員
	12人
	7人
	9人
	8人
	7人

	育休を取得した女性職員
	12人
	7人
	9人
	8人
	6人

	女性職員の育休取得率
	100％
	100％
	100％
	100％
	85.7％


　　　過去５年間の育児休業取得率を見る限り、ほぼ100％に近い取得率で推移していることから、女性職員については育児休業の取得が十分に定着しているものと考えられます。

　(4) 職員一人あたりの年次休暇の取得日数割合

　　〔厚生労働省の目標数値　８０％（１６日）〕

　　　過去５年間の職員の年次休暇の取得日数は以下のとおりです。

	
	H 11年度
	H 12年度
	H 13年度
	H 14年度
	H 15年度

	年次休暇平均使用日数
	9.9日
	11.5日
	9.9日
	9.9日
	10.0日


　　　上記の数字は、職員の年次休暇の総使用日数を職員数で除して算出したものです。取得日数割合については、付与日数に繰越分も含まれていることから、一概に厚生労働省の目標数値と比較することは、できませんが、平均して概ね５０％（１０日）で推移しているといえます。
　(5) 職員一人あたりの１か月の平均時間外勤務

	
	H 11年度
	H 12年度
	H 13年度
	H 14年度
	H 15年度

	１か月の平均時間外勤務
	8.5時間
	8.9時間
	11.9時間
	11.2時間
	11.7時間

	職員の実人員
	1,046人
	1,013人
	983人
	960人
	949人


　　　近年の平均時間外勤務は、月1人あたり11時間程度で推移しています。
　職員の実人員の推移を見ると、平成11年度と比較して約100名減員となっていることから、業務のＩＴ化等により効率化を図っている結果によるものと考えられます。

（※平成１１、１２年度は、嘱託職員を含んだ平均数値となっていることから、平均時間が低くなっています。）
　(6) 子どもの突発的な病気の際の休暇

　　〔厚生労働省の目標数値　１００％〕

　　　本市においては、子どもに限らず職員の親族の不慮の災害、負傷又は疾病に関して要綱扱いで７日を超えない範囲内で特別休暇を認めています。しかし、職員に対する周知も行き届いていない状況があり、必ずしも子どもが突発的な病気の際、この特別休暇を利用されているとは限らないことから、実態が把握できていない状況にあります。
　　　


３　瀬戸市職員の次世代育成支援に対する意識とニーズ

　本計画の策定にあたり、次世代育成支援に対する職員の意識やニーズを把握する必要性があることから、平成１６年１０月１８日から１０月２９日にかけて、瀬戸市職員（一部事務組合等の職員を含む）及び瀬戸市教職員に対してアンケート調査を実施したところ、以下のような結果となりました。
参考：アンケートの回収率

瀬戸市職員等　アンケート対象者　1,024人　回答者数　929人　回収率　95.6％

瀬戸市教職員　アンケート対象者　　595人　回答者数　381人　回収率　64.0％

　(1) 子どもを更にもう１人もうけようと思わない理由
　～全体では経済的な不安がトップ、女性は子育てと仕事の両立～

　　　全体では「経済的な不安があるため(18.6％)」「子育てと仕事の両立～(11.9％)」「子育て支援制度が整備されていない(10.9％)」の回答が多かったのですが、男女別にみると男性は全体傾向と同様だったのに対し、女性は「子育てと仕事の両立～(22.3％)」を回答する人が最も高かったのが特徴的でした。
　(2) 育児休業の取得について

　　　ア　育児休業を取得した動機と感想

　　　　～動機は、自分の手で育てたかった。感想は子どものためによかった～
　　　　　育児休業の経験者は、全体で104名、複数回答で育児休業の取得動機と感想を聞いたところ、最も多かったのは「自分の手で子育てをしたいと思ったため(57.2％)」と６割近くの人が、回答しています。
　　　　　また、育児休業を取得した感想については「子どもや家族にとってよかった(23.4％)」「子育ての楽しさを実感した(17.5％)」といった意見が多くありました。
　　　イ　育児休業取得時に気になったことと職場復帰後に感じた不安

　　　　～他の人への負担が増えることが気になり、生活のリズムの変化が不安～
　　　　　育児休業取得時に気になったこととして、「職場の他の人の負担が増え、

迷惑をかけてしまうこと(32.9％)」が最も多く、「経済的に厳しくなること(28.4％)」が続きました。
　　　　　さらに、育児休業中および職場復帰後感じた不安としては、「生活のリズムの変化(26.6％)」「仕事の内容や進め方(25.4％)」「子どもに与える精神面での負担(25.4％)」が、ほぼ同数で回答しています。

　　　ウ　自分以外の職員が育児休業を取得することについて

　　　　～８割を超える職員が育休の取得を奨励～
　　　　　自分以外の職員が育児休業を取得することについて、「奨励する(82.4％)」と８割を超える職員が育児休業取得について好意的に受け止めていることが判りました。ただし、「できれば取得してほしくない(17.6％)」と回答した職員のうち職層ごとに回答の割合を見ると、部長級40.9％、課長級38.5％、課長補佐級24.8％、係長級25.0％、主事級8.7％と特に組織を管理する立場である部課長級職員の割合が高くなっています。

　　　　　また、育児休業を取得してほしくない理由としては、「その他の職員への負担の増加するため(32.5％)」「正規職員の補充がないため(24.2％)」との回答が上位を占めました。
　　　エ　男性職員の育児休業の取得について

　　　　～「職場の上司や同僚の理解が得られにくい」がトップ～
　　　　　本市に、これまで男性の育児休業取得者がいない理由として「職場の上司や同僚の理解を得にくいと考えるから(19.6％)」と回答した人が、最も多く
　　　　続いて「前例がないから(15.1％)」「育児には女性の方が向いていると考えるから(14.9％)」と回答した人が多くありました。

　　　　　年齢別では、２０歳から３４歳までの人は「多くの場合、男性の方が収入が多く、休業で減額されると痛手が大きいから」と回答する人が多い傾向が見られました。

　　　オ　育児休業を取得しやすい職場環境にするために必要と思われること

　　　　～「職員一人一人の意識改革」がトップ～

　　　　　全体の順位では、「職員一人一人の意識改革(18.6％)」「正規職員の補充(16.7％)」「職場復帰時の人事異動の配慮(13.4％)」でした。
　　　　　男女別で見ると、男性が女性よりも「休業期間中の経済的支援の拡大」と回答している職員が多いのが特徴的でした。

　(3) 休暇の取得について

ア　休暇の取得理由と取得する際に感じること

～取得理由、最も多いのは「自分のため」、子育て世代は「子どものため」～

休暇取得理由として、全体で最も多かったのは「自分のため（59.9％）」でしたが、子どもの有無や子どもの年齢によって、取得理由の割合に差が見られました。特に、小学生以下の子どものみを持つ職員では「子どもの急な発病のため（28.0％）」や「子どもの授業参観等行事の参加（23.1％）」の割合が「自分のため（27.4％）」とほぼ同率であることが特徴的でした。

また、取得の際に感じることとしては、子の有無や子の年齢に関わらず「みんなに迷惑がかかる（37.4％）」が最も多い回答でした。

イ　年次休暇取得促進のために必要と思われること

～取得促進のためには「業務の効率化」と「意識改革」～

　休暇の取得を促進するために必要な取り組みとしては、「業務遂行体制の工夫、見直し（31.6％）」、「職場一人一人の意識改革（24.8％）」が多い回答でした。また、小学生・中学生以下の子どもを持つ職員のなかでは「家族の記念日や学校行事等へ参加のための休暇の取得促進（22.5％）」も多い回答として目立ちました。

　(4) 超過勤務の考え方と超過勤務削減に効果的と思われる方法

～仕事の状況ではやむを得ない超過勤務、減らすためには「事務の簡素化」～

　全体で、超過勤務の考え方として最も多かったのは「仕事の状況に応じてする（56.0％）」で半数以上の人が回答しています。また「できるだけ超過勤務をしない（33.8％）」という回答も３割ありました。超過勤務削減のために効果的と思われる方法は「事務の簡素化、合理化（36.6％）」が最も多く、次いで「職場の雰囲気づくり（23.8％）」、「上司の的確な指示と管理（16.8％）」が挙げら

れています。「ノー残業デーの強化（6.9％）」や「上司が率先して帰る（6.4％）」は少ない回答となりました。

　(5) 庁内託児施設の必要性について

～小学生以下の子がいる職員では「必要である」が６割近く～

　全体では「必要（45.6％）」、「必要ない（54.4％）」と必要ないという意見がやや上回りましたが、小学生以下の子どものみがいる職員の回答に注目すると、「必要である（57.5％）」が６割近くあり、その理由としては「子どもを身近にあずけることにより、仕事に安心して打ち込めるため（27.7％）」、「子どもの急な発熱や病気など緊急時にすぐ駆けつけることができる（26.4％）」が多く挙げられていました。「必要ない」と答えた理由としては、「現在の財政状況では、職員に対する施策は優先順位が低いと思う（26.6％）」が最も多く、次いで「利用者が限定的（21.7％）」、「現在ある保育サービスで十分だと思う（19.8％）」

が挙げられていました。

　(6) 子育てしやすい環境づくりを推進する上で効果的と思われる方策

～柔軟な勤務形態と利用しやすい育休制度～


厚生労働省が示している指針の中で挙げられた施策のなかで、本市の職員に対して子育てしやすい環境づくりを促進するために効果的と思われる項目は、「短時間勤務制度やフレックスタイム制度等の充実」及び「より利用しやすい育児休業制度の実施」が優先すべきこととして多くの回答がありました。また、「子育てをしている職員に対する人事異動の配慮」については、男性では比較的回答が少なかったことに対し、女性では多くの回答がありました。

４　瀬戸市管理職員の次世代育成支援に対する意識

　本計画の策定及び推進にあたり、次世代育成支援に対する管理職員の意識が、計画の実現に大きな影響を与えることから、平成１６年１１月１７日から１１月２６日にかけて、瀬戸市職員（一部事務組合等の職員を含む）及び瀬戸市教職員の管理職に対してアンケート調査を実施したところ、以下のような結果となりました。

参考：アンケートの回収率

瀬戸市職員等　アンケート対象者　123人　回答者数　120人　回収率　97.6％

瀬戸市教職員　アンケート対象者　 56人　回答者数　 54人　回収率　96.4％

　(1) 出産や子育てに関わる女性職員のフォロー体制について

ア　フォロー体制の現状

～「現在のフォロー体制では不十分」が半数占める～

　現在、出産や育児に関わる女性の部下を持つ管理職は67名（消防職は0名）でした。フォロー体制の実態としては、保育職では「臨時職員で対応（44.4％）」が最も多かったのに対し、事務、技術職では「他の職員で仕事分担（40.8％）」が最も多いフォロー体制であると回答しています。

この現在のフォロー体制については、保育職では「十分（60.0％）」と答えた管理職が６割であったのに対し、事務・技術職では「不十分(54.6％)」及び「業務に支障あり（6.1％）」という結果となり。現状に問題があるという回答が６割以上を占めました。

イ　フォロー体制が不十分の理由

～「他の職員が忙しいため、仕事の振り分け困難」が１位～

　　「他の職員が忙しく、仕事の振り分け困難（48.6％）」次いで「臨時職員では正規の仕事を任せられない（31.5％）」が多い回答でしたが、「目の前の業務に終われ、業務を見直す余裕がない（11.4％）」「これ以上業務の見直しようがない（8.6％）」という回答は少ない結果となりました。

　(2) 育児休業等の職員の臨時職員代替配置について

　　　現在職員が育児休業を取得した場合、臨時職員を代替配置していますが、自由記載の方式で、現行の代替措置に関する意見を聞いたところ、以下のような意見が多く寄せられました。
　　　ア　臨時職員は、短期間雇用であることから、継続性のある仕事については任せられない。
　　　イ　正規職員と同様の仕事は任せられない。責任のある業務は任せられない。
　　　ウ　臨時職員には、育児休業を取得した職員の業務をそのまま引き継がせることができないため、他の職員の負担が増加する。
　　　以上の結果から、今後臨時職員の担うべき業務についての検討を進める必要性があります。

　(3) 職員が育児休業を取得した際に円滑に業務を推進させる方策について

～育休取得職員と代替職員との十分な引継ぎ期間が必要～

　現在は、休暇に入るのと同時に採用している臨時職員について「引継ぎ期間を含めた余裕を持った採用（51.3％）」が全体で最も多い回答となり、それに次いで「任期付の正規職員（任期付採用職員）の採用（32.8％）」が挙げられました。

　(4) 出産や子育てに関わる女性職員の人事異動について

ア　出産や子育てに関わる女性職員が配属されたときの管理職のホンネ

　～管理職の性別や職種で意見が分かれる結果に～　

　全体としては、「サポートしたい（47.5％）」と「応援したいが対応難しい（42.4％）」が半数ずつでありましたが、性別、職種別に回答を見ると、女性管理職では「サポートしたい（77.8％）」と８割近くであったのに対し、男性管理職は「サポートしたい（48.4％）」と半数以下でした。また、職種別に見ると、保育職では「サポートしたい（78.3％）」が最も多かったのに対して、事務・技術職と消防職では「応援したいが対応が難しい（事・技45.9%、消防62.5％）」が最も多い回答でした。さらに、事務・技術職では「業務に支障をきたすため、できれば配属して欲しくない（13.8％）」の回答もありました。　

イ　管理職から見た出産・子育てしやすい職場

～複数職員が同じ仕事をしている職場はフォローしやすい～

　出産・子育てする職員を配属するのにふさわしい職場として上位に挙げられたのは、「複数の職員が同じ仕事をしているので、フォローしやすいため（51.1％）」が最も多い回答でした。

　(5) 本市の計画の具体的な目標数値について

ア　子どもの出生時における父親の５日以上連続休暇の取得率

　～厚労省と同じく５０％台が妥当か？～

　　最も多いのは「５０％台（36.8％）」であったが、次に多い回答が「１０％台（19.7％）」であるのも、注目すべき点でした。また、この回答については、特に性別による差はありませんでした。

イ　男性職員の育児休暇等取得率

　～大きく分かれた目標数値とその背景～

　　この数値目標は、「１０％（27.4％）」と「５０％台（26.6％）」に大きく意見が分かれました。これは、男性の育児休業の取得がまだ一般的ではないことが影響していると思われますが、計画策定において十分に検討される必要があると思われます。また、職位別にみると、部長職では「５０％台」を目標とする

人がほぼ４割（38.9％）で、「１０％台」は１割（11.1％）であまり意見にばらつきが見られなかったことに対し、課長職や課長補佐職では、「５０％台」
と「１０％台」に意見が二分されていました。

ウ　女性職員の育児休業取得率

　～男性の育休取得率に比べ、多くの管理職が高い数値目標～

　　厚労省と同じ「９０％台（51.3％）」とさらに高い「１００％（26.5％）」合わせて８割近くの管理職が高い数値を目指すべきとの回答でした。

エ　職員一人あたりの年次休暇取得日数割合

　～全体としては８割、ただし職種によって差があり～

　　全体では、厚労省と同じ「８０％（31.4％）」が３割で最も多く、次いで「７０％台（22.9％）」となり、本市の昨年度実績の「５０％」に比べて高い数値目標を目指していることが分かりました。しかし、保育職では「８０％（34.8％）」と「６０％（34.8％）」との回答が最も多く、消防職では「７０％（30.0％）」次いで「１０％（20.0％）」と、事務・技術職に比べ目標数値が低くなっており、特殊な勤務体制に合わせた計画策定をする必要があります。

オ　子どもの突発的な病気の際の休暇取得率

　～当然ながら高い目標数値、必要なのは取得しやすい環境づくり～

　　「１００％（66.9％）」を目標とする回答が全体の６割強を占めましたが、急な休暇取得でも、業務に支障をきたさないための方策づくりや職場の意識改革が計画策定において取り組むべき課題としてあげられます。

　(6) 行動計画を推進していくために

今後、特定事業主行動計画を推進していく上で、必要とされることについて、自由記載の方式で聞いたところ、以下のような意見が多く寄せられました。


　　ア　同じ仕事を複数の職員が把握している体制づくり

　　イ　父親も積極的に子育てに参加する意識を醸成させる。
　　ウ　財政的に厳しい状況であることは認識しているが、余裕を持った正規職員の配置をお願いしたい。

　　エ　厚生労働省の目標数値は大変に高いが、本市の目標を設定する際に絵に描いた餅にならないよう、実態にあった数値を設定すべきである。
　　オ　休暇の取得率を向上させるならば、休暇を取得しない職員に、その理由を確認するなどして原因を追求する必要性がある。

５　具体的な計画内容と目標





瀬戸市の特定事業主行動計画では、父親・母親となる職員が育児に取り組みやすくするために、育児に関する休暇制度等の周知を図りながら利用促進し、周りの職員も子育てを見守り、応援できるような環境にすることによって、より多くの子どもたちの健全な育成と、お互いに働きやすい職場づくりを目指します！！

　 

この目標を達成するために・・・


１．計画を推進するために、子育てに対する職員の意識改革を行います。

２．育児のための休暇を取得しやすい環境にします。

３．育児休業を取得した職員が復帰しやすい環境にします。

４．次世代育成支援を推進する職場風土を醸成します。

※教職員については、この計画の実施可能な部分のみ適用することとします。



(1) 計画を推進するために、子育てに対する職員の意識改革を行います。

　

　　次世代育成支援を推進するうえで最も重要なことは、「子どものことで休まれるのは困る」「小さい子どもがいる職員に仕事は任せられない」というような育児に否定的な職場の目や、「家事や子どものことは女性が主体となって行うのが当然」「男性が家事や育児をするのはみっともない」というような男女性差による固定観念などを改革することであることが、アンケート調査結果からも伺えます。今後、このような意識を改革し、育児を母親だけのものとせず、父親も主体的に関わり、これを周りの職員も応援できるようにするために、以下の施策を実施します。

　　ア　計画推進のためのプロジェクトチーム（ＰＴ）の設置→人事課

職員の側から計画を推進するために、職員課が事務局となってプロジェクトチーム（以下ＰＴ）を設置します。このＰＴの運営は、メンバーが主体的に行い、計画の進捗状況のチェックや、滞っている部分の改善案を職員課に提示するとともに、必要に応じて政策会議や部長会を通じて管理・監督者に対して情報提供することを使命とします。また、他の職員に対しても、次世代育成に関する情報提供を積極的に行います。

このＰＴの設置にあたっては、各職種ごとに、次世代育成支援に対して意識の高い職員を公募・選任して設置します。

　　イ　ハンドブック、グループウェア等による啓発と意識改革→人事課、ＰＴ
　　　　　母性保護、育児休業、休暇、超過勤務の制限などの各種制度をまとめたハンドブックを作成し、妊娠した女性職員や配偶者が妊娠した男性職員及びその職員が所属する管理・監督者に配付します。

さらに、グループウェア（職員課ライブラリー）上には、ハンドブックと同様の情報を掲示するとともに、国の制度改正や次世代育成に関する新たな情報等を随時紹介することで、職員全体の意識向上を図ります。

ウ　研修による制度の周知と利用促進→人事課
　　　新規採用職員研修や管理・監督者研修において、母性保護、育児休業、出産に伴い利用できる制度などに関する正しい知識の習得と、男女のパートナーシップの理解を深めるための研修を実施します。



(2) 育児のための休暇を取得しやすい環境にします。

本市では、女性職員の子どもが満１歳になるまでの育児休業取得率は100％に近い実績がありますが、男性職員の育児休業の取得実績はありません。

今後は、男女ともに積極的に育児に関わることができる環境づくりをするために、以下の施策を実施します。

　　ア　自分や配偶者の妊娠を周囲の職員へ周知→（配偶者が）妊娠中の職員
父親、母親になることが分かったら、遅くとも出生予定日の５か月前までに、職場の管理・監督者に申し出るようにします。

母性保護、育児休業、休暇など諸制度の活用や人事上の配慮のためにも、できるだけ速やかに申し出ることが大切です。

　　イ　任期付採用職員、臨時的任用職員の確保→人事課
職員が育児休業を取得する場合、業務に支障がでないようにするために、代替要員の確保をし、職員が安心して育児休業を取得できる環境づくりを行います。なお、現状では、代替要員は臨時的任用職員のみですが、今後は期限付の正規職員（任期付採用職員）の雇用もできるように、条例の整備を進めます。

また、代替職員を新たに確保するときは、育児休業取得者と引継ぎを行うことができるよう、期間に余裕をもって雇用します。

　　ウ　育児休業取得経験者の事例紹介→人事課、ＰＴ
　　　　特定事業主行動計画推進プロジェクトチームが中心となり、３歳未満の子を養育する職員を対象に、必要な情報（育児休業取得経験者の体験談や配偶者の働き方等にも配慮した育児休業や年次休暇取得の参考例等）をグループウェア（職員課ライブラリー内）上に定期的、継続的に掲示します。

　　　　

エ　サポーター（職場内サポーター、育児休業サポーター）の設置→人事課

　 (ｱ) 職場内サポーターの設置

　　　 職場の情報や職員の慶弔などの基本事項に加え、育児休業者が求める情報を定期的に伝達する役割を果たし、育児休業者が安心して休業できる環境づくりを行います。

　 (ｲ) 育児休業サポーター

　　　 各職種から育児休業取得経験者や育児に関心のある職員を育児休業サポーターとして公募し、育児休業取得時や復帰後の不安の軽減を図る役割を果たします。

　　　　　 また、この育児休業サポーターは、特定事業主行動計画推進プロジェク


トチームにも所属し、定期的に育児休業者に関する情報交換を行い、育児休業者のニーズに見合った情報提供に努めます。

　　オ　育児休業等の対象者への面談→管理者、監督者、人事課
　　　　部下や部下の配偶者が妊娠したという報告を受けた管理・監督者は、速やかに職員課に連絡し、対象の部下と三者面談を行い、以下の項目について確認を行います。

　　　（ｱ）ハンドブックを利用して、育児に関する休業制度等の周知

　　　　　 職員課が中心となり、特に男性職員については、配偶者の就業の有無や形態によって育児休業の取得方法にも相違があることから、わかりやすく伝達します。

　　　 (ｲ) 育児休業の取得促進

　　　　　 面談の際に、育児休業等取得計画表を手渡し、育児休業の積極的な取得を促します。なお、代替職員の確保の必要性もあることから、計画表は出生予定日の概ね５か月前に提出するよう求めます。また、職員課は、育児休業承認請求書などの必要書類を手渡し、記入方法等の説明をします。

　　　 (ｳ) 職場内サポーターの選任と情報提供内容の確認

　　　　　 育児休業対象者と面談の上、職場内サポーターの選任を行います。

　　　　　 さらに、課の情報や全庁的事項、職員の慶弔など基本事項に加え、育児休業期間中にどのような情報提供を望むかについて、情報提供の方法も含めて確認を行います。

　　カ　男性職員が育児に関わりやすくするための環境整備→管理者、監督者
男性職員が今後育児に関わりやすくするために、育児休業だけでなく出産時の連続休暇の取得や部分休業を取得しやすい環境整備に努めます。連続休暇等の取得（育児休業を除く）にあたっては、出生予定日のおよそ２週間前までに、育児休業等取得計画表の作成を求め、休暇の取得を促します。



(3) 育児休業を取得した職員が復帰しやすい環境にします。

　

　　　育児休業中の職員は、職場との関係が希薄になりやすく、特に職場復帰時には不安な気持ちになりがちです。受け入れ側の管理・監督者は以下の取り組みを行うことにより、育児休業から復帰する職員の不安軽減に努めます。

　　ア　職場復帰時の人事異動の配慮→人事課、管理者、監督者
育児休業中の職員においても、人事異動に対する要望の把握に努め、職場復帰時には、できるかぎり意向に沿えるよう配慮します。

イ　育児休業から復帰した職員への職場研修の保障→管理者、監督者
　　育児休業から復帰した職員の必要に応じて、担当業務に関する制度の変更点や課の情報、全庁的な事項に関する研修の時間を保障し、円滑な復帰に向けての支援を行います。

ウ　子ども等の看護を行うための特別休暇の取得促進→人事課、管理者、監督者
本市においては、子どもに限らず職員の親族の不慮の災害、負傷又は疾病に関して７日を超えない範囲内で特別休暇を認めています。

この制度や年次休暇を活用して、子どもの突発的な病気の際には１００％休暇が取得できるよう、職場全体で支援します。

エ　職場における子育て情報の共有化

→子育て中の職員、管理者、監督者
日頃から、子どもの状況などに関して、周囲の職員や特に管理・監督職と十分なコミュニケーションを図り、突然休暇を取得しなくてはならない状況になった場合も対応に困らないようにします。

オ　子どもの急病時などのサポート→管理者、監督者、周囲の職員
育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるのに時間がかかる上、子どもの急な発熱などにも対応しなければなりません。仕事と子育ての両立のための最も大切な時期であることから、管理・監督者や周囲の職員は、業務分担などについてよく検討し、職場全体でサポートを行います。

　　カ　庁内託児施設について継続検討→人事課
　　庁内託児施設については、職員アンケートの結果43.7％の職員が希望していますが、保育料の問題や庁舎のスペースなど物理的な問題も多く、ただちに

結論がでない状況です。今後、全国的な動向なども見据えながら、引き続き検討します。



(4) 次世代育成支援を推進する職場風土を醸成します。

　　　職員アンケートの結果から、育児休業者に限らず多くの職員から休暇が取りづらいという声があることから、本計画においては、以下の取り組みにより職員の意識改革を促し、次世代育成支援を推進するための職場風土を醸成します。

ア　年次休暇の取得促進
　　　 (ｱ) ５年後は年次休暇取得率を５年後は８０％（１６日）を目標に→人事課現在の年次休暇取得率が平均値以下の職場については、１年ごとに年次
休暇取得率の１割増を目指します。毎年各職場が取得率を着実に向上させることにより、５年後には年次休暇取得率８０％を目指します。
　　　職員課は管理・監督者に対して、子どもの入学式や卒業式、授業参観、運動会などの学校行事や家族のために、職員が年次休暇等を取得するよう強く働きかけることで、職員が気軽に連続して休暇を取得できるような環境づくりを行います。　　　※所属別データは別途配布します。

《職種別年次休暇平均取得日数（１年当たり）》

	職　種
	事務職
	保育職
	消防職
	用務員
	調理員
	その他の労務職

	平均取得日数
	10.08
	10.29
	10.40
	14.70
	18.30
	17.52


　　

　　　 (ｲ) 最低月に１度の年休取得に向けて休暇予定表の作成→管理者、監督者
　　　　　 在籍する職員に対して年度当初と月の初めに休暇予定表の記入を促し、積極的に年次有給休暇の取得ができる環境づくりを行います。

　　　 (ｳ) 課や係の情報の共有化の推進→管理者、監督者
　　　　　 課や係内で可能な限り仕事のローテーションや複数担当制を行うなどして、休みやすい環境づくりを行います。

イ　時間外勤務の縮減

　　　 (ｱ) ５年後の時間外勤務１０％削減を目標に→人事課、管理者
時間外命令については、その都度時間外勤務の必要性を精査し、現認を行ないます。同じ業務を行っているスタッフ間で業務配分のアンバランスがあれば、業務見直しを行います。また、可能な範囲でフレックス制度も導入することで、１人あたりの業務の軽減につとめるよう配慮します。

※所属別データは別途配布します。


　　　 (ｲ) 子育て中の職員のノー残業デーの徹底→人事課、管理者
　　　　 毎週水曜日の「ノー残業デー」は、ほぼ定着していますが、特に子育て中の職員については、これをさらに徹底することで、終業後は子育てに親しめるような環境づくりを推進します。

 (ｳ) 会議開催時における事前の情報共有化→全職員
会議や打合せを開催する際には、極力電子メールやグループウェアで、事前に資料を配布するなどして情報の共有化を図り、短時間で効率よく会議が進行できるよう、全職員が心がけます。

ウ　ソフト、ハード両面からの子育てバリアフリーの促進→人事課、管理者
　　　　施設利用者の実情を勘案して、改築等の機会に授乳室やベビーベッドの設置トイレの改築などを行います。

　　　さらに、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切、丁寧な応対等ソフト面でのバリアフリーの取り組みを推進するために、職員への指導等を適宜行います。


６　特定事業主行動計画策定経過

	開催月日
	内容
	主な検討項目

	平成１６年　９月　９日
	第１回作業部会
	・計画策定に関する概要説明

・計画策定スケジュールについて

・職員アンケートの実施について

	平成１６年　９月１６日
	第１回委員会
	・計画策定に関する概要説明

・計画策定スケジュールについて

・職員アンケートの実施について

	平成１６年　９月１６日
	第２回作業部会
	・職員アンケートについて

・部課長級職員アンケートについて

	平成１６年１２月１６日
	第３回作業部会
	・アンケート結果の概要説明

・計画案について

	平成１６年１２月２７日
	第２回委員会
	・計画案に関する概要説明について

・計画案に対する意見交換

	平成１７年　１月２４日
	第４回作業部会
	・計画の推進体制について

・育児休業サポーターについて

・年次休暇の取得促進について

・数値目標の設定について

	平成１７年　２月　７日
	第５回作業部会
	・計画最終案の検討について

	平成１７年　２月１８日
	第６回作業部会
	・計画最終案の検討について
・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの機能と位置づけについて

・数値目標の設定年数について

・計画の名称とテーマについて

	平成１７年　２月２２日
	第３回委員会
	・計画最終案の内容と目標数値について



７　特定事業主行動計画策定体制
　(1) 特定事業主行動計画策定委員会名簿
	
	職　　名
	氏　　名
	備　　考

	委員長
	企画部長
	伊　藤　典　男
	

	副委員長
	職員課長
	山　田　辰　巳
	

	委　　員
	児童福祉課長
	三　宅　保　正
	

	
	消防本部総務課長
	水　野　道　則
	

	
	水道課長
	小　林　政　人
	

	
	議事課長
	水　野　友　道
	

	
	教育委員会庶務課長
	近　藤　　保
	

	
	学校教育課長
	大　竹　厚　美
	

	
	生涯学習課長
	丹　羽　　博
	

	
	監査委員事務局次長
	長　縄　伸　一
	

	
	総合看護専門学校事務長
	田　中　金　松
	

	
	尾張東部衛生組合事務次長
	星　野　昭　治
	

	
	社会福祉協議会ふれあい課長
	谷　口　敏　子
	

	
	職員組合
	下　山　泰　彦
	


※職名は、平成１７年３月３１日現在のものです。
(2) 特定事業主行動計画作業部会名簿

	
	職　　名
	氏　　名
	備　　考

	部会長
	職員課長
	山　田　辰　巳
	事務局

	副部会長
	職員課課長補佐
	尾　島　邦　彦
	事務局

	委　　員
	職員課主事
	増　田　順　子
	事務局

	
	総務課主事
	横　井　達　巳
	

	
	税務課主事
	田　中　千恵子
	

	
	児童福祉課主事
	村　上　洋　行
	

	
	深川保育園保育士
	柴　田　優　子
	

	
	健康推進課保健師
	松　葉　啓　子
	

	
	環境課主事
	戸　田　律　子
	

	
	都市整備課主事
	清　水　隆　之
	

	
	消防本部総務課

消防副士長
	中　村　　奨
	

	
	庶務課主事
	安　藤　由　香
	

	
	学校教育課課長補佐
	勝　田　拓　真
	

	
	東明小学校教員
	伊　藤　洋　子
	

	
	生涯学習課主事
	水　野　修　子
	


※職名は、平成１７年３月３１日現在のものです。
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